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コンプライアンス推進のための取組強化について

平成２４年１２月１０日

高知県内における国土交通省発注の土木工事に関し、当省の職員が談合行為に関

与していたとして、平成２４年１０月１７日、公正取引委員会から入札談合等関与

行為防止法に基づく改善措置要求等が出されたことを受け、同日、国土交通省とし

て取り組むべき「当面の再発防止対策について」が取りまとめられました。

北陸地方整備局においては、従来から「北陸地方整備局発注者綱紀規程」（平成

１８年策定）等に基づき、発注者としての綱紀保持について取り組みを進めてきて

いますが、今般の談合事案を踏まえ、平成２４年１１月１５日付けで局長を本部長

とする北陸地方整備局コンプライアンス推進本部（以下「推進本部」という。）を

設置し、コンプライアンスの徹底と幹部に対する指導体制の強化を図ることとしま

した。

また、当整備局における取り組みに対し意見をいただくため、外部有識者５名か

ら成る「北陸地方整備局コンプライアンス・アドバイザリー委員会」（以下「委員

会」という。）を年内に設置する予定です。

今後、推進本部において委員会の意見を伺いながら、「平成２５年度北陸地方整

備局コンプライアンス推進計画」を策定すべく検討を進めることとします。

なお、今年度の取り組みについては、これまでの取り組みを踏まえ、平成２４年

１２月１０日に開催した推進本部の定例会議において、別添のとおり「平成２４年

度北陸地方整備局コンプライアンス推進計画」を決定したところであり、これに基

づいて取り組みを進めることとしました。



参　　考

（本部長） 北陸地方整備局長 　　　外部有識者５名を委員委嘱
（副本部長） 北陸地方整備局次長

　　　
（本部員） 各部長 　　・年間１～２回程度の開催　

　　・「年度推進計画」に対する意見

（目　的） コンプライアンスに関する事項の徹底と幹部による指導体制の強化 　　・推進計画に基づく取組状況に対する意見

（ミッション）

推進状況の点検・分析（PDCAサイクル活用）

再発防止策の実施状況及び実効性の定期的検証（モニタリング）

　  　　　　　　　　　　　 ・推進本部の活動を補佐 　　　　　・一般監査によるコンプライアンス取組状況の検証の報告

 ・職員からの内部通報があった場合、推進本部に報告 （推進計画に基づく各事務所の実施状況）

（室　長） 総務部長

（副室長） 総括調整官（２）、企画調査官、港湾空港企画官

（室　員） 各部筆頭課長及び推進計画の主要施策を担当する本局の課長等

人事課長、人事企画官、契約課長、企画課長、技術管理課長　他

・各事務所から取り組み状況の報告

・本部の必要に応じて出席を求めることができる

「年度推進計画」と「コンプライアンス報告書」の策定（公表）

北陸地方整備局におけるコンプライアンス推進体制
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北陸地方整備局コンプライアンス推進本部

北陸地方整備局コンプライアンス推進室

コンプライアンス推進責任者（各事務所長・各管理所長）

コンプライアンス・アドバイザリー委員会

☆監査部局
一般監査又は特別監査による検証

（主任監査官、入札契約監査官、監査官、港湾空港情報管理官、品質確保室長）

提 言

報 告
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平成２４年度北陸地方整備局コンプライアンス推進計画

＜平成 24年 12月 10日 北陸地方整備局コンプライアンス推進本部決定＞

１ 研修等の充実

（１）職員研修における講義・・・・・【継続】

北陸地方整備局が主催する全ての研修において、コンプライアンスに関する

講義を可能な限り取り入れ実施し、職員のコンプライアンスにかかる基本的な

知識の習得を図る。

（２）コンプライアンス出前講座・・・・・【新規】

（１）の「未受講者」を対象に、適正業務指導官が各事務所等に出向き、コ

ンプライアンスに関する講義を実施し、より多くの職員に対しコンプライアン

スにかかる基本的な知識習得の普及を図る。

（３）コンプライアンス講習会・・・・・【継続】

（１）、（２）を通じて職員に対し、基本的な知識を習得させることに加え、

公正取引委員会など専門分野の機関から外部講師を招き、全職員を対象に講習

会を開催し、コンプライアンスに関するより専門的な知識の習得を図る。

２ 職員の意識向上

（１）コンプライアンス・ミーティングの実施・・・・・【継続】

本局、事務所、管理所において、発注者綱紀保持における不正事案等をテー

マとして取り上げ、問題点や対策について各課・各出張所単位で意見交換を行

い、実施結果を適正業務指導官に報告、その後、集約した結果を各職場にフィ

ードバックすることで、職員のコンプライアンスの意識向上を図る。

（２）発注者綱紀保持に関する自己点検の推進・・・・・【新規】

職員が担当する発注事務の各段階において注意すべき事柄をチェックシート

にまとめ、イントラネットに掲載することにより、職員が発注者しての綱紀保

持に関して、いつでも自己点検できるようにする。
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３ 内部監査における取り組み

管内２８事務所・管理所に対して、本局主任監査官等の監査官が事務の合理的運

営、官紀の保持及び不正行為の防止に資することを目的に、内部監査を実施してい

る。

平成２４年度は、１０事務所、１管理所に対し、発注者綱紀保持、公務員倫理確

保、外部からの不当要求行為等及び公益通報制度のための取組の状況を監査重点項

目として位置づけ、監査を実施する。・・・・【継続】

４ 事業者等の応接ルール等の徹底

これまでも、一般競争（指名競争）参加資格付与時や個々の契約締結時など折に

触れパンフレット等により、執務室への入室規制、応接方法など発注者綱紀保持の

徹底について、有資格業者に対し、協力依頼を行ってきた。

この度の談合事案を受け、改めて、適正業務指導官が管内関係協会等に出向き、

傘下企業に対して発注者綱紀保持の徹底について、協力依頼を行う。・・・・【継続】


